
01 02 03

04 適格組合証明 令和　　年　　月　　日 第　　　　　　　　　号

（適格事業組合の方のみ記入）

独立行政法人 日本貿易振興機構　副理事長殿
 

令和 年度における物品の製造等に係る競争に参加する資格の審査を申請します。

　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違しないことを誓約します。  

05 記入日 令和　 年　 月 日

06 ─

※　「株式会社」等法人の種類は略さずに記入 ※　全省庁統一資格審査結果通知書のとおり記入

09

※

10 年 月 日

※　全省庁統一資格審査結果通知書に記載されている設立年月日を記入

11

※　姓と名の間は１文字分あける

※　本社住所と同じ場合は同上と記入

14

※　姓と名の間は１文字分あける

15

※　（市外局番－局番－番号）　

16

17 外資状況 (※外資：外国資本がおおむね５０％を超える場合を指す）

３．日本国籍会社

[国名： ] [国名： ] [国名： ] [国名： ]

％） ％） ％）

障害者就労
施設等

担当者

一般競争(指名競争)参加資格審査申請書

1.該当する

外資なし
(空欄に○)

２更新 １組合 ２公益法人

担当者

電話番号

法人番号

13桁の法人番号を記入

３個人１定期 ２随時

郵便番号

07

４その他（株式会社等）１新規

ﾌﾘｶﾞﾅ

氏名

08

ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ

商号又
は名称

企業設立
年月日

12

元・２・３　

ﾌ ﾘ ｶ ﾞ ﾅ

本 社
住 所

2.該当しない

代表者

（役職）

13 担 当 者

ﾌﾘｶﾞﾅ

担当部署住所

担当者

１．外国籍会社 ２．日本国籍会社

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

（比率： （比率：（比率：

[代表者印 ]

（担当者部署名）

ﾌﾘｶﾞﾅ

担当者氏名

印



18 主たる事業の種類（複数選択不可）

※　ａ～ｈの内　必ずメイン業務１つを　○　で囲む。※競争参加資格登録(決定)通知書に印字される企業規模判定に使用。

19 みなし大企業

20 全省庁統一資格の登録業種において、「役務の提供等」で営業品目「その他」を登録している方のみご記入下さい。

（その他の詳細について、該当品目に○をつけて下さい。複数選択可）

315

315─1

315─2

315─3

315─4

315─5

315─6

営
業
品
目

法務・税務・特許等

設計・デザイン

展示・装飾

旅行手配

その他

　c.卸売　d.小売

２．物品の販売 ３．役務の提供等

e．ｿﾌﾄｳｪｱ業又は情報処理ｻｰﾋﾞｽ業　f．旅館業　g．ｻｰﾋﾞｽ業　h．その他

その他                

ビジネスコンサル
ティング等（専門家）

資格
の

種類
役務の提供等

a.ゴム製品　b.その他

１．物品の製造

※下記の「みなし企業」に当てはまる場合は、ボックスにチェックをしてください。

＊発行済株式の総数又は出資価格の２分の1以上が、同一の大企業の所有に属している中小企業者。

＊発行済み株式の総数又は出資価格の3分の2以上以上が複数の大企業の所有に属している中小企業者。

＊大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の1を占めている中小企業者。


